
平成２９年度　警察本部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
区　　　分 ２８年度当初予算額

5,459,393

　Ⅰ　要求のポイント

１　安全・安心を実感できる暮らしの確立

【基本方針】

（１）犯罪に強い地域社会の確立

（２）人に優しい安全で安心な交通社会の実現

２　危機管理体制の充実（防災力・防災機能の強化等）

【基本方針】

（１）救助・救援体制の確保

　Ⅱ　事業体系（県政推進指針）

　１　安心　－健やかで心豊かに暮らせる安心の大分県－

（５）安全・安心を実感できる暮らしの確立

①犯罪に強い地域社会の確立

②人に優しい安全で安心な交通社会の実現

（９）危機管理体制の充実（防災力・防災機能の強化等）

①大規模災害等への即応力の強化

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

　平成２９年度　警察本部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

　　ｅ－ｍａｉｌ：a61100@pref.oita.lg.jp（警察本部会計課）

交通事故総量抑止対策推進事業 10,200

高齢者交通事故防止総合対策事業 7,762

新 子供見守り街頭防犯カメラ設置支援事業

特殊詐欺被害防止総合対策事業

5,000

35,194

大分東警察署整備事業

鑑識科学センター整備事業 190,147

1,288,337

増減率

20.8% 

県民の命を守る災害救助力強化事業新 81,985

交通安全施設整備費 788,070

２９年度当初要求額

6,593,115

増減額

1,133,722

熊本地震における各種対応についての検証結果等を踏まえ、発災後の早期の情報収集及
び人命救助等の警察活動を行うため、装備資機材等の整備を推進します。

犯罪に強い地域社会の確立のため、各種警察活動の拠点となる警察施設の整備や特殊詐
欺被害の防止対策を推進します。

また、人に優しい安全で安心な交通社会実現のため、交通安全施設の整備のほか、高齢
者の交通事故防止に向けた取組等を推進します。

危機管理機能・警察基盤の充実強化のため、老朽化した大分東警察署の建て替え及び科
学捜査の高度化を図るための鑑識科学センターの庁舎建設を行うほか、多発する特殊詐欺
被害のうち、若者の被害が増加傾向にある架空請求詐欺対策として、より効果的な広報啓
発を行います。

事業費

発災後、早期に被害情報等を収集し、組織的に把握した上で、避難誘導、救出救助等を
迅速かつ効果的に実施するとともに、警備部隊員の災害時における救出救助技能の向上等
を図るため、装備資機材の整備を行います。

交通の安全と円滑を確保するため、信号機等の交通安全施設を整備するほか、運転免許
証の自主返納制度の周知や県民との協働による街頭啓発活動等を実施します。
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190,147

(43,498)

1,288,337

(374,987)

5,000

(0)

35,194

(18,503)

788,070

(740,621)

10,200

(2,482)

7,762

(4,651)

81,985

(0)

※ 　　 は「おおいた創生加速枠事業」

平成２９年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名 事　業　概　要 所管課

平成２９年度
当初要求額

平成２８年度
当初予算額

　科学捜査の高度化が進む中、新たな鑑定手法・機器等の導入に対応
するため、科学捜査研究所及び鑑識課を一体とした鑑識科学センター
の本体工事に着手する。
　・庁舎建設期間　２９～３０年度
　〔債務負担行為　１，２６４，７９６千円〕

会計課

　耐震性を備え、災害時にも地域の治安を維持できるよう、老朽・狭
隘化した大分東警察署の移転建て替えを行う。
　・竣工予定　平成３０年１月 会計課

4
特殊詐欺被害防止総合対
策事業

3
子供見守り街頭防犯カメ
ラ設置支援事業

鑑識科学センター整備事
業

2 大分東警察署整備事業

1

　安全で安心な暮らしを守るため、通学路等に防犯カメラを設置する
自治会等を支援する。

生活安全企画
課

　特殊詐欺被害を防止するため、高齢者宅を中心に電話オペレーター
による注意喚起等を行う。
【特】若者の被害が増加傾向にある架空請求詐欺被害防止対策として
効果的な広報啓発活動等を実施する。

生活安全企画
課

8
県民の命を守る災害救助
力強化事業

　南海トラフ巨大地震等大規模災害発生時に、早期の情報収集及び人
命救助等の警察活動を迅速かつ効果的に行うため、装備資機材等を整
備する。

7
高齢者交通事故防止総合
対策事業

　高齢者の関係する交通事故を抑止するため、事故多発地域における
高齢者宅の訪問活動等を行う。
【特】高齢運転者による交通事故発生状況や運転免許証の自主返納制
度に関連する情報を提供する。

5 交通安全施設整備費

6
交通事故総量抑止対策推
進事業

　交通事故総量を抑止するため、可搬式速度違反自動取締装置による
取締りを実施する。
【特】追突事故防止対策及び県民との協働による街頭啓発活動を実施
する。

交通企画課
交通指導課

警備第二課
地域課

交通企画課

　道路交通の円滑化を図り、安全を確保するため、信号機や道路標識
等交通安全施設の整備を行う。

交通規制課

特

特

特
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2

1

5,000

118,993
運転者管理システム改修
等事業

平成２９年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
２８年度

当初予算額

運転免許課

・
・

生活安全企画
課

街頭防犯カメラ設置促進
事業

・
・

平成２８年度の単年度事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

平成２６～２８年度の３か年事業として実施
事業効果等を検証し、子供の通学路等を対象とする「子供見守
り街頭防犯カメラ設置支援事業」に組み替えて要求


